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１． は じ め に

社団法人日本アイソトープ協会では医学・薬

学部会の中に，全国核医学診療実態調査専門委

員会を設け，１９８２年から５年ごとにそれぞれ

の時代の核医学診療の実態を把握する目的で

「全国核医学診療実態調査」を実施してきた。

これまで，木下文雄委員長（第１・２回），佐々木

康人委員長（第３回），久保敦司委員長（第４

回），玉木長良委員長（第５回）の下で調査を

行ったが，その後５年間が経過し，新しい撮像

法や解析法の進歩，PET検査やアイソトープ

内用療法の普及などにより，核医学診療の実態

も大きく変化していることが予想された。

このたび，２００７年６月に第６回の調査を過

去５回と同様の方法で実施し，その結果を集計

したので，前５回と比較しつつ報告する。

２． 調査の方法

調査期間としては前５回と同様，２００７年６

月１日～３０日の１か月を選んだ。方法は全国

の核医学診療施設を対象としたアンケート方式

とし，核医学機器の種類と台数から始まり，核

医学検査の種類，検査件数，使用した放射性医

薬品の種類，使用量などについて回答を求めた

（表１）。

インビボ検査は脳・脳脊髄液，唾液腺，甲状

腺，副甲状腺，肺，心臓・血管，肝・胆道，脾

・骨髄，腎・尿路，副腎，骨・関節，消化管，

腫瘍及び炎症，その他のシンチグラフィ，試料

測定，その他の検査の合計１６の臓器別項目と

し，更に，非密封RI による治療，PET検査を

加えた。それぞれ，各項目をできる限り列挙し

て，放射性医薬品についても使用可能なものを

全て挙げて記載もれのないように配慮した。検
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査件数の重複をさけるため，負荷心筋シンチグ

ラフィなどで１回の投与で早期像と遅延像の複

数回撮像した場合や，薬剤負荷脳血流シンチグ

ラフィなどで同一日に同一の薬剤を２回投与し

た場合も検査件数は１件となるように算定した。

また，１回の投与で関連する複数項目の検査を

した場合にもかっこを用いた但し書きにより二

重に算定しないように配慮した。例えば脳血流

シンチグラフィの撮像と動脈採血法による脳血

流定量測定を行った場合，脳血流シンチグラフ

ィの検査件数が１件，「内 脳血流定量測定あ

り」の検査件数も１件と記載していただいた。

更に，１回の投与でプレイナー像と SPECTを

行った場合でも検査件数は１件としてまとめ，

「内 SPECTの実施件数」を１件としていた

だいた。

なお，放射性医薬品の投与量は，成人１人に

投与する通常の量を「１人平均投与量」とし，

放射能は検定日時の量をMBq単位で記入して

いただいた。

インビトロ検査は下垂体機能検査，甲状腺機

能検査，副甲状腺機能検査，膵・消化管機能検

査，性腺・胎盤機能検査，副腎機能検査，腎・

血圧調節機能検査，血液・造血機能検査，腫瘍

マーカー，免疫グロブリン・アレルゲン，酵素，

肝炎ウィルス特異抗原・抗体，薬物，サイトカ

イン等，その他の１５項目に分類し，それぞれ

に属する検査項目ごとに，検査件数の記入を求

めた。なお，二重測定したものは１件とし，同

一患者の試料を負荷試験等で２検体以上測定し

た場合は，その検体数を検査件数として記入し

ていただいた。また検査に使用しているガンマ

カウンタや分析装置について，装置名ごとに台

数を記載していただいた。

なお本調査は核医学診療の実態を把握するこ

とが目的であるため，治験薬や未承認医薬品を

用いた検査及び臨床研究的に実施された検査に

ついても報告を依頼した。

図１ 核医学検査実施施設数の推移
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３． 調査対象と回収率

核医学診療を行っている１３０９施設全てに調

査票を送付した。そのうちインビボ検査を実施

している施設は１２１９施設で，５年前に比べる

と１５施設増加しているのに対して，インビト

ロ検査を行っている施設は４９施設で，５年前

の１２４施設と比べると半数以下に減少している。

他方，PET検査実施施設は２１２施設と大きく

増加している（図１）。

回答があったのは１２０７施設で，回収率は

９２．２％と前回同様に９０％を超える高い数値で

あった。機関別の回収率は大学病院９５．２％，

国立病院機構９３．５％，公立病院９３．３％，民間

病院９０．７％，衛生検査所９４．７％であった。調

査票を送付した全てのインビボ診療施設あるい

はインビトロ検査施設における２００７年６月に

購入した放射性医薬品の購入額（それぞれ３８２０

あるいは４３８百万円）に対するアンケートに，

回答があったインビボ診療施設あるいはインビ

トロ検査施設の２００７年６月の購入金額の割合

を金額回収率として算出すると，インビボ診療

施設で９４．２％，インビトロ検査施設で９９．０％

にあたる（表２）。

４． インビボ検査実施状況

４・１ 検査総数

回答のあったインビボ検査件数は，調査月で

１１１２８６件（投与件数としては１１０８８４件）で

あった。これを１２倍し，金額回収率で除して

年間核医学検査件数を推定すると１４１７７００件

（投与件数としては１４１２５００件）となる。５年

前と比較すると，検査件数では１２．６％の減少，

投与件数では１１．５％の減少となる。検査件数

の減少率は前回調査での減少率とほぼ同じであ

るが，検査件数に関しては，以前の調査と統計

の取り方が異なっているので，そのまま比較は

できない。投与件数に関しては以前の調査と同

じように扱えるので，この「１１．５％減少」は

前回調査での減少率と比べ９ポイント大きくな

っている。年間診療日数を２５０日とすると，１

日あたりの検査件数は約５７００件となる。

インビボ検査のうち，SPECT実施の割合は

４２．３％と５年前の３９．９％と比べやや増加して

いる（表３）。SPECT検査の内訳は５０．６％が

心臓・血管検査，２６．７％が脳・脳脊髄液検査

であり，それぞれの検査件数に対する割合でみ

ると，心臓・血管検査の８０．２％，脳・脳脊髄

液検査の７６．８％は SPECTが実施されている。

その他，肝・胆道，腫瘍及び炎症，肺検査など

表２ 調査対象と回収率
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及

に SPECTが実施されている（表４）。

４・２ カメラ台数

ガンマカメラ台数及び SPECT台数について

回答のあった１１１９施設の結果は，ガンマカメ

ラの総台数１５６９台で１施設あたりの平均は

１．４台であった（表５）。ガンマカメラシステム

の検出器数は２検出器（７０．２％）が最も多く，

表３ 核医学診療実施状況（年間推定）

表４ SPECTの実施状況（月間）
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続いて１検出器，３検出器，リング型，そして

４検出器の順であった（表６）。そのうち，PET

にも対応したハイブリッド型のガンマカメラは

５２台であった。一方，PET-CTを含む PET装

置の保有台数は２９９台であった（表７）。セン

チネルリンパ節の術中検出に用いるガンマプロ

ーブの保有台数は７３台であり，放射線管理に

用いられるサーベイメータ及び，ウェル型シン

チレーションカウンタの保有台数は，１施設あ

たりそれぞれ２．８台と１．２台であった（表７）。

４・３ 臓器別投与件数

インビボ検査の臓器別件数（月間）を投与件

数でみたものを図２に示す。１位は前回に続き

「骨・関節」であるが，今回はじめてやや減少

している。２位の「心臓・血管」も１１．０％減

少している。３位の「脳・脳脊髄液」は５年前

と比べやや増加しており，今回４０．９％と大幅

に減少した「腫瘍及び炎症」と順位が入れ替わ

った。漸増傾向にあった「肺」も今回減少し，

「腎・尿路」，「甲状腺」，「肝・胆道」のいず

れも減少が続いている。

４・４ 検査項目別検査件数

インビボ検査の主な項目別件数を検査件数

（月間）でみたものを図３に示す。１位と２位

は５年前と同様，骨シンチグラフィと心筋シン

チグラフィで全体のそれぞれ３８．３％，２６．２％

を占める。３位は脳血流シンチグラフィ

で，１４．１％を占めている。以下，４位腫瘍シン

チグラフィ６．７％，５位肺血流シンチグラフィ

２．６％，６位腎動態シンチグラフィ１．９％，７位

炎症シンチグラフィ１．８％，８位甲状腺シンチ

グラフィ１．６％と続く。

前回調査と比較して増加したものは脳血流シ

ンチグラフィと炎症シンチグラフィであり，い

ずれも１．０３倍となっている。骨は０．９６倍，心

筋０．９４倍，肺血流０．６８倍，腎動態０．７４倍，

腫瘍０．５３倍，甲状腺０．６８倍といずれも減少し

ている。

「その他のシンチグラフィ」の中では，２００７

年６月の１か月の間に「センチネルリンパ節」

の検査が１２２８件施行され，約３倍に増えてい

る。内訳はシンチグラフィのみが９５件（７．７％），

プローブによる検査のみが１７１件（１３．９％），

シンチグラフィ＋プローブが９６２件（７８．３％）

表５ ガンマカメラ保有台数

表６ ガンマカメラ検出器別保有台数

表７ 核医学機器台数
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であった。

４・５ 臓器別放射性医薬品投与件数

臓器別で主に用いられる放射性医薬品の投与

件数を図４に示す。

「骨・関節」では前回の調査に引き続き９９mTc-

HMDPが最も多く全体の６９．９％，９９mTc-MDP

が次いで３０．１％を占めていた。

「心臓・血管」では前回調査と同様で，２０１Tl―

塩化タリウムが最も多く，心筋血流製剤の中の

５２．６％を占めていて，前回調査と同様であっ

た。９９mTc―標識心筋血流製剤の割合に変化は認

められなかった。１２３I 製剤である１２３I-BMIPP の

投与件数は前回より減少していたが，１２３I-

MIBG は前回の１．４倍に増加していた。

「腫瘍及び炎症」では６７Ga―クエン酸ガリウム

が全体の８５．２％を占め，２０１Tl―塩化タリウムが

これに次ぎ１４．１％を占めていた。この比率は

前回調査時とほとんど変わらない。

「脳・脳脊髄液」では１２３I-IMP，９９mTc-ECD，

９９mTc-HM-PAOの３者で大部分を占め，９９mTc-

ECDが最も多く，次に１２３I-IMP であった。
９９mTc-HM-PAOはこれらの半数以下である。５

年前に比べ，９９mTc-ECDは２５．８％増加，１２３I-

IMP は３．８％増 加，９９mTc-HM-PAOは４４．７％

減少している。統計画像解析は９９mTc-ECDを用

いた全検査中の６６．７％，１２３I-IMP では５８．４％

に施行されていた。脳槽シンチグラフィの検査

件数は全脳・脳脊髄液検査中の１．９％と少ない

が，５年前に比べ約２倍の検査件数であった。

新規製剤である１２３I-iomazenil による脳受容体シ

ンチグラフィは，総検査件数の０．８％であった。

「肺」では，肺血流シンチグラフィの総検査

件数は，前回調査より減少傾向にあった。換気

シンチグラフィでの使用核種は８１mKr―ガス，
１３３Xe―ガス，９９mTc―ガスの順である。肺換気―血

流シンチグラフィの組み合わせ検査が行われる

割合は２０％以下であった。SPECT撮像は肺

血流シンチグラフィで３１．７％，換気シンチグ

ラフィで２３．０％である。

図２ 臓器別インビボ投与件数（月間）
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「腎・尿路」では，１３１I―ヒプル酸ナトリウム

がほぼ使用されなくなっている。９９mTc-

MAG３，９９mTc-DTPAのいずれもが前回の約

７０％に減少しているのに対し，腎静態シンチ

グラフィである９９mTc-DMSAの減少はわずかで

あった。ただ，投与件数の約８０％を腎動態シ

ンチグラフィで占めるため，全体的な件数は

年々減少している。

「甲状腺」では，投与件数が１９９２年の調査時

から減少傾向が続いている。内訳は９９mTc―パー

テクネテイトが４２．２％，１３１I が３０．０％，１２３I が

２７．７％である。摂取率測定の頻度は，９９mTc―

パーテクネテイトが５６．２％，１３１I が４６．８％，１２３I

が７１．４％であった。

「肝・胆道」では，投与割合をみると，９９mTc-

GSAが８０．１％，９９mTc-PMTが１１．５％を 占 め

ている。総投与件数は前回より全体で

２７．６％，９９mTc-PMTによる肝・胆道シンチグ

ラフィは５９．４％，９９mTc―フィチン酸によるコ

ロイド肝シンチグラフィは６３．９％といずれも

大きく減少している。しかし，９９mTc-GSAによ

る肝シンチグラフィは１４．８％の減少にとどま

る。

「唾液腺」ではほとんどが９９mTc―パーテクネ

テイトで行われており，そのうち７８．３％で分

泌刺激が実施されている。

「副甲状腺」では，副甲状腺シンチグラフィ

に使用される核種の半数が９９mTc-MIBI であ

り，２０１Tl―塩化タリウムより多く使用されてい

る。また，９９mTc-MIBI による検査数は，２０１Tl―

図３ 主な検査項目のインビボ検査件数（月間）
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塩化タリウムと９９mTc―パーテクネテイトの２核

種同時投与によるサブトラクション法の検査数

よりも多い。副甲状腺シンチグラフィで

SPECT検査が行われる頻度は，全検査数のう

ち２５．９％であり，現時点では，多くの施設で

はプレイナー像による検査のみで診断している。

「脾・骨髄」は，検査数が０．０５％と非常に少

ない領域である。その総検査数は，前回より

５４．２％減少し，特に骨髄シンチグラフィでは

５８．６％と減少幅が大きくなっている。

「副腎」では，投与件数，実施施設数ともに

前回と変化がなく，１３１I―アドステロールによる

副腎皮質シンチグラフィと，１３１I-MIBG，１２３I-

MIBG による副腎髄質・交感神経腫瘍に対する

検査の割合にも変化はなかった。

「消化管」では異所性胃粘膜シンチグラフィ

の大部分が９９mTc―パーテクネテイトであった。

また，出血シンチグラフィは９９mTc-HSA-DTPA

が６６．１％，９９mTc-RBC が１９．５％，９９mTc-HSA

が１２．０％であった。蛋白漏出シンチグラフィ

図４ 主な臓器別インビボ放射性医薬品投与件数の推移（月間）

RADIOISOTOPES500 Vol．５７，No．８

（３２）



では８４．４％が９９mTc-HSA-DTPAであった。

４・６ 機関分類別検査件数

機関分類別インビボ検査件数（月間）の推移

を図５に示す。民間病院での減少が大きく，大

学病院の減少率が最も小さいことがわかる。機

関分類別の全体の検査に占める割合は民間病院

では３９．７％，大学病院では２４．６％，公立病院

では２５．８％，国立病院機構では９．８％

であり，割合でも民間がやや減少し，大

学病院がやや増加している。国公立は前

回とほぼ同じ割合であった。機関分類別

PET検査件数（図６）をみると，民間

病院が最も多く，全件数の７１．３％を占

めていた。

４・７ 都道府県別検査件数

都道府県別に推定年間インビボ検査件

数を示したのが図７，８である。検査件

数が最も多いのは東京で，ついで北海道，

大阪，愛知，神奈川と続く。人口１０万人に対

し，最も検査件数の多いのは北海道（２１３７件）

で，全国平均（１１１０件）の１．９倍，最も検査件

数の少ない沖縄とでは４．１倍の差が見られた。

前回最も多かった石川は２位で，２０１１件と前

回調査（３１６１件）に比べ３割以上減少してい

る。人口１０万人あたり１３００件を超える都道

府県は，北海道，石川，富山，東京，島根，京

図６ 機関分類別 PET検査件数（２００７年６月）

図５ 機関分類別インビボ検査件数（月間）
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図７ 都道府県別インビボ年間推定検査件数（上位１４都道府県と全国平均）

図８ 都道府県別インビボ年間推定検査件数（対人口１０万人）
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都，福井，岐阜の８都道府県であった。

５． PET 検査実施状況

PET検査を施行している施設は全国に２１２

施設（内アンケート回答１９９施設，回収率

９３．９％）であった。前回調査の２００２年は３６施

設であり，５年間で１７６施設，５．９倍増加して

いる（図１）。一方１８F-FDG-PET検査の月間件

数は３２８１２件で，５年前の２２２３件に比べて実

に１４．８倍もの大幅な増加であった（図９）。１８F-

FDG は２００５年から商業供給（デリバリー）が

開始され，院内製造設備を持たない施設でも検

査が開始された。２１２施設のうち約６０％がサ

イクロトロンを持ち，約４０％がデリバリーの

みである（図１）。しかし検査件数で見ると院

内製造が約８０％を占め，デリバリーは約２０％

にすぎない（図９）。
１８F-FDG-PET検査による腫瘍の検査

件数３１６８５件中，保険診療は２３３８９件

（７３．８％）と最も多く，検診は７３１５件

（２３．１％）であった（図１０）。

FDG以外の薬剤では１５O―酸素ガスが

保険適用になっているものの，検査件数

は５年前よりも減少している。同様に
１５Oを使用する１５O―二酸化炭素ガス，１５O―

一酸化炭素ガスなどは軒並み５年前より

も検査件数が減少した。それに対して
１３N―アンモニアと１１C―メチオニンは順調

に増加しており，１３N―アンモニアは１．２

倍，１１C―メチオニンは２．１倍の増加であ

る（図１１）。

核種別 PET検査件数は，１８F を 除

き，１１C が最も多く，次いで１５O及び１３N

がほぼ同数であった（図１２）。

臓器別 PET件数の割合では，５年前

に６９．６％であった腫瘍が今回は９５．１％

と増加し，心臓は７．８％から１．０％，脳

は２１．６％から３．８％とそれぞれ大きく

減少した。ただし心臓，脳ともに検査件

数自体は増加していた（図１３）。

６． 非密封RI による放射線治療実施状況

治療実施施設数は１５０（８３，以下括弧内は２００２

年の値）と大幅に増加した。そのうち治療病室

を有する施設数は７５（７４），病室が実際に稼働

中の施設は６４（６６）と治療病室を有する施設

数はほぼ前回並であるが，ベッド総数１７７（２０３），

稼働ベッド１５８（１８８）と実働数が減少してい

る（図１４）。

年間治療件数の推移を図１５に示す。過去の

調査時に比べ，甲状腺機能亢進症４１４６（３３４７）

も甲状腺癌２３７３（１６４７）も大きく増加してい

る。１３１I-MIBG による褐色細胞腫・神経芽細胞

腫などの治療総数も２０（９）と倍増している。

甲状腺機能亢進症治療の平均投与量は３８２

MBq（３１７MBq）と増加し甲状腺癌治療の平

図９ １８F-FDG検査件数（月間）

図１０ １８F-FDG検査件数検査部位別診療区分別件数
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均投与量は３４０４MBq（３６５８MBq）と若干減

少した。今回，外来投与での治療件数を調査し

たところ，甲状腺機能亢進症の外来治療件数は

３２９７件と，全治療数の７９．５％を占めていた。

甲状腺癌でも３０３件，１２．８％が外来投与可能

な５００MBq以下で行われているが，約半数の

１２２１件，５１．５％が１１１０MBqを超え３７００MBq以

下で行われている。転移巣を有する患者におけ

る投与量である３７００MBq超での件数は８４６

件，３５．７％を占める。

７． インビトロ検査実施状況

７・１ 検査総数

インビトロ検査実施総数（RI 法）は調査月

図１１ 主な薬剤別 PET検査件数（年間）（１８F-FDGを除く）

図１２ 核種別 PET検査件数（年間）（１８Fを除く）
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で約１０８万件であり，これを１２倍し，金

額回収率（９９．０％）で除して年間実施件数

を求めると約１３１１万件となった（表８）。

調査年ごとの件数の推移は５５４２万件

（１９８７年），６０１８万件（１９９２年），４７８２万

件（１９９７年），３１３５万件（２００２年）と１９９２

年以降減少しており，前回調査と比較する

と１８２４万件（５８．２％）の減少であった。

一方，非RI 検査では年間推定検査件数は

およそ６０６９万件で前回調査（５００５万件）

より１７．５％の増加であった。

７・２ 機関分類別検査件数と施設数

実施機関別の年間推定インビトロ検査

件数と相対比を図１６に示す。大学病院

１３施設２６．３万件（１．９％），公立病院６

施設９．３万件（０．７％），民間病院２施設

２．１万件（０．２％），国立病院機構３施設

０．３万件（０．０％），衛生検査所１８施設

１２７３．３万件（９７．１％）の５機関全てにお

いて前回調査より減少したが，衛生検査

所の占める比率は前回調査より増加した。

調査対象施設数（表２）は４９施設で

前回調査より７５施設（６０．５％）の大幅

な減少で，その内訳の施設減少数と減少

比は大学病院２９施設（６７．４％），公立病

院１４施設（６３．６％），民間病院１２施設
図１３ 臓器別 PET検査件数（月間）

図１４ 非密封RI による治療の実施状況

図１５ １３１I―ヨウ化ナトリウムカプセルによる治療件数（年間）
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（７５．０％），国立病院機構５施設（５５．６％），衛

生検査所１５施設（４４．１％）であった。

７・３ 検査分類別検査件数

インビトロ検査分類別の年間推定検査件数を

図１７に示す。腫瘍マーカー２６０万件（１９．８％），

甲状腺機能検査２４３万件（１８．５％），腎・血圧

調節機能検査１２０万件（９．７％），肝炎ウィルス

特異抗原・抗体１０２万件（７．８％），副腎機能検

査１０１万件（７．７％）と上位５分類で６３．５％を

占めていた。第１位の腫瘍マーカーは前回調査

と比較すると件数で７７７万件（７５．０％）と大幅

な減少，微増したのは副腎機能検査・サイトカ

イン等の２分類であった。

７・４ 検査項目別検査件数

インビトロ検査項目別検査件数の上位１０項

目を図１８・表９に示す。今回の調査において，

前回に続きHCV抗体（第３世代系）が第１位

８７．３万件（６．７％），第２位は甲状腺機能検査

のTSHレセプター抗体６１．８万件（４．７％），

第３位は副腎機能検査のアルドステロン５９．３

万件（４．５％）であった。新しく入れ替わった

のは８項目（TSHレセプター抗体，アルドス

テロン，レニン活性，hANP，サイログロブリ

ン，甲状腺自己抗体（TgAb），TPOAb，ACTH）

あり，上位１０項目は５７１．４万件で全体の

４３．６％を占めていた。

７・５ RI検査・非RI検査の実施比率と機械化

調査対象施設におけるRI 検査と非 RI 検査

の年間推定検査件数（表８）から実施件数を比

較すると，大学病院では非RI 検査が RI 検査

に対し３．７倍，国立病院では３７．４倍，公立病

院では２．２倍，民間病院では３．５倍であった。

また，衛生検査所においても４．７倍と全ての機

図１６ 機関分類別インビトロ検査件数（年間推定）

表８ 機関分類別インビトロ検査件数
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関において非RI 検査件数がRI 検査件数を上

回っていた。

ウェル型シンチレーションカウンタの使用台

数は表１０のように，調査回答のあった４２施設

で延べ９４台，そのうち１検出器が１６台，多検

出器７８台であり，全自動ラジオイムノアッセ

イ装置は５施設において８台（８．５％）が稼動

していた。

８． 考 察

全国核医学診療実態調査は５年ごとに実施し，

今回で６回目である。放射性医薬品や装置の進

歩に伴い核医学診療の内容に変化の生じること

が予測され，その変化を的確にとらえるために

は調査の内容をそれ以前の調査とほぼ同一にし

ておくことが原則である。ただ，前回（第５回）

の調査において，検査件数をより実情に即して

算定することを目的として，１回の薬剤投与で

関連する２項目以上の検査をした場合に，かっ

こを用いた但し書きにより二重に算定されない

ように配慮し，それ以前の調査（第４回以前）

においてみられていた，検査の種類によっては

薬剤の投与件数に比べ，検査件数がかなり多く

算定されていた結果を是正した。今回，その記

載法をより徹底した結果，年間投与件数（推定

１４１２５００件）と年間検査件数（推定１４１７７００

件）との差は５２００件と前回の２４６００件より更

に縮小した。

ガンマカメラの台数は１施設あたり

１．４台と５年前の調査に比べ若干減少し

た。カメラヘッドの検出器数をみると，２

検出器カメラの割合は７０．２％であり，

前回に比べ２０ポイント増加しており，２

検出器が主流であることが示された。こ

れに３検出器以上を加えると，ガンマカ

メラの８４．５％は複数の検出器を有して

おり，明らかに多検出器時代であるとい

える。そのうち，PETに対応したハイ

ブリッドガンマカメラシステムが５２台

と前回に比べ減少したのはアンケートの

回収率の差はあるが，システム許認可の過渡期

であったためか，それとも多くが PET-CTや

PET専用機に移る時代を示しているのか，そ

の判定は次回の調査に期待をしたい。PET専

用機に目を向ければ，６４．２％が PET-CTとな

り，機器更新と併せますます PET-CTの設置

が増加している。今後の動向に注目したい。半

導体カメラは９台使用されていた。普及は今一

歩の感がある。ガンマカメラは多様なシンチレ

ータを利用した多検出器型が普及し始め，画像

構成技術と併せ感度や S/N比が向上しており

臨床に貢献することが予想される。同様にPET-

CTが１８F-FDG のデリバリー開始と PETセン

ター設置を背景に増加しており，CT単独使用

も認められ検出器の多列化による今後の利用の

質的変化・推移に注目したい。

ガンマカメラ以外では，放射線管理に活躍す

るサーベイメータ等の調査も行った。サーベイ

メータの保有台数は２．８台/施設であった。そ

の種類と台数はシンチレーション式，GM計数

管式，電離箱式がそれぞれ９００台程度と，ほぼ

同数の割合であったが前回に比べ各１００台程度

増加している。サーベイメータは廃棄物専用測

定器４３台と併せ，病院から排出される医療廃

棄物の出口管理等にも使用されており，地域環

境を配慮した安全管理が行われていることが推

定される。今後８９Sr，９０Y等 β 線源による診療

図１８ 主な検査項目のインビトロ検査件数割合（２００７年度）
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が増加することが予想されることから，今後こ

れらの測定機器の分野がますます充実すること

が期待される。

前回調査では実質的に横ばい傾向であったイ

ンビボ検査数が，今回投与件数で１１．５％減少

し，減少傾向が明らかとなった。臓器別に見る

と特に腫瘍及び炎症領域の減少が著しいが，こ

れは腫瘍シンチグラフィの１８F-FDG-PET検査

（特に１８F-FDG PET/CT検査）への移行による

影響が大きいと考えられる。検査項目別の第１

位は前回に続き骨シンチグラフィであるが，今

回はじめてやや減少している。また，第２位の

心筋シンチグラフィもやや減少している。ほと

んどの検査で減少傾向がみられるのに対して

脳・脳脊髄液領域では横ばいかやや増加してい

るが，統計画像解析の普及と認知症への適用増

加によるところが大きいと推測される。絶対数

では少ないが，「その他のシンチグラフィ」の

中に含まれるセンチネルリンパ節シンチグラフ

ィが，約３倍に増えているのは注目される。セ

ンチネルリンパ節シンチグラフィの対象疾患に

関する調査項目は，今回，含まれていないので，

詳細は不明であるが，おそらく，乳癌を対象と

したものがかなり普及しているものと推察され

る。この検査は保険適応外であるにもかかわら

ず件数の伸びがみられていることより，保険適

応を目指したしかるべき対応が強く望まれる。

機関分類別インビボ検査件数ではどの機関も

減少傾向にあるが，民間の減少が大きく，大学

病院の減少が小さい。結果として民間の割合が

減少し，大学病院の割合が増加している。この

原因には保険制度や経営上の事情，医学的な見

地からの理由など多くのことが考えられるが，

規模の大きい施設に検査が集中する傾向にある

といえる。

都道府県別検査件数では前回同様，東京が最

も多かった。人口１０万人に対し，最も検査件

数の多いのは北海道であり，前回１位の石川県

は３割以上減少し，第２位となった。最も少な

かったのは沖縄県の５１７であった。北海道との

格差は４．１倍である。これは前回の最大格差

６．７に比べかなり小さくなっているが，依然大

きな格差がみられる。格差の原因には施設や人

的な要素が考えられるが，北海道や石川県には

大学に核医学の講座があり，熱心な指導者の存

在やこれらで教育を受けた人達が日常診療にお

いて核医学検査を広く利用していることが推測

される。

インビボ検査の内容をみると，心臓・血管領

域は前回同様に検査件数で第２位を占めていて，

心筋血流製剤の内訳では，２０１Tl―塩化タリウム

が５２．７％であり，前回と同様の比率であった。

しかしながら，検査の内訳には変化がみられた。

負荷心筋血流検査の割合は，前回の５８．７％か

ら６４．６％に増加していた。今回，負荷方法に

ついて調査したところ，薬剤負荷検査が５０．０％

であり，２０１Tl―塩化タリウムと９９mTc―標識心筋

血流製剤の間に差は認めなかった。前回は，負

荷方法の内訳の調査は行っていないが，負荷検

査の増加は，薬剤負荷検査数の増加が関与して

いる可能性が考えられる。負荷用薬剤が保険適

応になり，更に十分な運動負荷がかけられない

症例に薬剤負荷が多く施行されたと考えられる。

心電図同期心筋シンチグラフィの施行率は，前

回の３０．５％から４３．５％へ増加していた。
９９mTc―標識心筋血流製剤においては，７３．４％

に，２０１Tl―塩化タリウムでは３８．５％に心電図同

期検査が施行されていた。多検出器カメラの普

及もあり，２０１Tl―塩化タリウムにおいても心電

図同期検査が広く用いられるようになってきて

表１０ RI 法による検査に用いるガンマカウンタの

種類と台数
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いると考えられる。一方，心電図同期心プール

シンチグラフィの減少は著明であり，入院期間

短縮による検査数の減少や心電図同期心筋シン

チグラフィや他の検査法による左心機能評価が

用いられることが多くなったことが影響してい

ると考えられる。１２３I-MIBG の件数は前回調査

時より約１．４倍に増加していた。調査票には，

特に検査対象となった病名の記載箇所がないの

で，１２３I-MIBG 検査の対象となった疾患の実数

を把握することはできないが，本薬剤を使用し

た検査項目欄にパーキンソン病などと特記され

ている回答が少なからずあり，パーキンソニス

ムの鑑別に本薬剤がかなり使用されている実態

が推測され，そのため，検査件数が前回より増

加したものと考えられる。

脳・脳脊髄液領域は臓器別件数の中で前回と

比べ唯一増加した。脳血流シンチグラフィの検

査件数は，前回１２．５％の増加に対し，今回

２．５％の増加に留まっているが，統計画像解析

が９９mTc-ECD は６６．７％，１２３I-IMP は５８．４％に

施行されていることから，従来の血管障害に加

えて認知症の検査法として普及したため微増し

たと考えられる。薬剤別にみると１２３I 製剤より

も９９mTc 製剤の方が多いが，９９mTc-ECDは増加

し，９９mTc-HM-PAOは減少した。脳槽シンチグ

ラフィは，５年前に比べ約２倍の検査件数であ

り，近年低髄液圧症候群（脳脊髄液減少症）の

診断に有用性が報告されているためと考えられ

る。２００４年に本邦初の脳受容体シンチグラ

フィ製剤として薬事承認された１２３I-iomazenil

は１．４％と少ないが，今後増加してくると考え

られる。

腫瘍及び炎症領域は前回調査と比べ更に減少

傾向にある。しかし，腫瘍シンチグラフィとし

ての６７Ga―クエン酸ガリウムは減少したもの

の，１８F-FDG-PETを用いた腫瘍検査は著明に

増加し，全体としての腫瘍検査は今回増加して

いる。腫瘍検査としての役割は６７Ga―クエン酸

ガリウムから１８F-FDG-PETへと移行している。

同様の傾向は２０１Tl―塩化タリウムでも認められ，

前回調査時より減少傾向にある。一方，炎症シ

ンチグラフィとしての６７Ga―クエン酸ガリウム

の割合は約１/３で，今後は炎症シンチグラフィ

としての役割が中心になるかもしれない。セン

チネルリンパ節シンチグラフィの検査は前回調

査時よりも５９施設増加し，検査件数も１２２８

件と増加した。SPECT-CT装置やガンマプロ

ーブの普及ともあわせこの傾向は今後も続くも

のと思われる。

肺領域において，肺血流シンチグラフィの件

数が減少したのは，肺血栓塞栓症の診断に多列

検出器CT装置によるCT肺アンギオグラフィ

が汎用されるようになった影響と考えられる。

肺換気―血流シンチグラフィの組み合わせ検査

が行われる割合は２０％以下と推定され，本邦

では肺血栓塞栓症の PIOPED診断基準で推奨

されている本検査法が行われる頻度は少ないと

考えられる。SPECT撮像は肺血流シンチグラ

フィで３１．７％，換気シンチグラフィで２３．０％

であり，SPECT装置を導入する施設は増加傾

向にあるものの，肺換気・血流シンチグラフィ

における利用は現時点ではそれほど多くはない

と推定される。

甲状腺領域の件数減少は，腫瘍性病変に対し

て使用される頻度の減少や包括医療にともなう

変化が主要因と考えられ，今後は甲状腺機能亢

進症や低下症などにおける機能検査としての意

義が残ることになると推察される。ヨード製剤

を用いた検査ではヨード制限の必要性と薬剤注

文のため時間的制約が多いが，９９mTc―パーテク

ネテイト検査を現在より迅速に施行するなどの

対応により，需要を掘り起こせるはずである。

肝・胆道領域は第１回の調査以来検査件数が

減少し続けている。造影剤やMR cholangiopan-

creatography（MRCP）を含めたMRI 像の高

画質化が，コロイド肝シンチグラフィ及び，肝・

胆道シンチグラフィ検査件数の減少に大きく影

響していると考えられる。しかし，肝機能指標

となる９９mTc-GSA肝シンチグラフィは依然とし

て広く使用されている。

第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 511

（４３）



骨髄病変の画像診断でもMRI の有用性が高

く，骨髄シンチグラフィの役目を一部置き換え

ていると考えられる。

腎・尿路領域の検査総件数は今回も減少傾向

にあった。その主要因は腎動態シンチグラフィ

の検査件数の減少であり，腎静態シンチグラフィ

である９９mTc-DMSAの１０％程度の減少とは差

がみられた。腎血管性高血圧のような，以前は

腎動態シンチグラフィが行われていた疾患の臨

床評価をMRI や CTで行うようになってきた

ものと思われる。一方で腎静態シンチグラフィ

はその臨床的役割が固定しつつあるのかもしれ

ない。求められている情報の差によるものかも

しれないが，動態シンチグラフィを行うことの

付加価値的意義を再評価する必要がありそうで

ある。

副腎領域では検査件数や施設数に変動がみら

れなかった。総件数の点からは核医学検査全体

に与える影響は少ないが，他の画像診断で評価

できない機能評価あるいは腫瘍診断法として確

立されていることを示す結果と考えられる。

PETは，前回（２００２年６月）の調査時点は
１８F-FDG-PETの保険適用が認可された直後で

あり，ちょうど PET検査が急激に増加する初

期の段階に相当する。更に２００５年に１８F-FDG

のデリバリーが開始されたため，今回の調査ま

での５年間は PETが最も急速に普及した時期

といえる。実際にアンケートの数字は施設数，

検査（全ての核種による PET検査）件数とも

に極めて急激な増加を示し，実態が数字に反映

したものといえる。施設数の増加（５．９倍）に

比べて検査件数の増加（１４．１倍）が著しいの

は，それだけ新規開設施設は多くの検査件数を

実施しているからであろう。今後も当分は PET

検査数・施設数ともに増加傾向が続くであろう

が，今回のような急増はなく，緩やかな増加に

なるものと思われる。ところで，今回，新しく

PET検診の項目を追加した。１８F-FDG-PET検

査件数３２８１２件中，検診は７７４４件（２３．６％）

であった。検診 PETに関しては核医学会分科

会を始め，いくつかの団体でも統計を取ってい

るが，今回の調査結果が今後の PET検診を評

価する一つの指標になるものと思われる。

非密封RI による治療は１９９７年の調査時に

一時減少したものの，その後着実に件数が増加

しており，ニーズの高まりを実感する。しかし，

未だにRI 治療が行われていない都道府県が３

県存在する。甲状腺機能亢進症の治療数増加

は，１９９８年に退出基準が設定され外来投与が

可能になったことに負うところが大きいと考え

る。治療実施施設数の大幅な増加はこれを裏付

けるものである。また，内分泌内科医のRI 治

療に対する意識の変化と患者の本治療の認知が

高まりつつあることも無視できない要因であろ

うと推察する。一方，甲状腺癌治療件数が増加

しているにもかかわらず，稼働治療病室・ベッ

ド数が減少していることは非常に憂慮される点

である。今回の調査結果から稼働ベッドあたり

の実施件数を算出すると年間１３．１件（外来で

の投与件数を実施総数から除いて計算した）で

あり，前回の年間８．８件（外来投与件数が不明

で除いていないので，この値は過大評価されて

いる）から大幅に増加している。このことは，

RI 治療室を用いた甲状腺癌治療の偏在化を示

すものであり，ひいては国全体として医療福祉

の低下をも意味する。RI 病棟の維持・ランニ

ングコストに見合った診療報酬が設定されてい

ない弊害が，この結果に反映していることは明

らかである。今回の調査で，甲状腺癌に対する

RI 治療の１２．８％が外来投与で行われているこ

とが明らかになった。この方法の妥当性は現時

点では明らかではないが，稼働ベッド数が減少

している状況において，興味深い方向であるの

は間違いない。１３１I-MIBG による RI 治療は，ま

だ実施施設が限定されているものの徐々に増加

している。この治療の認知とともに，しばらく

は増加傾向になると考える。また，２００７年，２００８

年に認可された８９Sr による骨転移性疼痛に対

する治療と９０Y標識モノクローナル抗体による

悪性リンパ腫の治療件数結果が次回の調査で待
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たれるところである。

インビトロ検査の調査対象は４９施設で，２５

年前の第１回（１９８２年）の９３７施設から調査

年ごとに減少している。第５回（２００２年）の

１２４施設から機関別の減少数は大学病院２９施

設，国立病院機構５施設，公立病院１４施設，

民間病院１２施設，衛生検査所１５施設で計７５

施設減少となりその率は６０．５％，特に大学病

院は平均以上の６７％減少であった。なお，今

回の調査におけるインビトロ施設からの施設回

収率は８７．５％と前回よりやや低いが，金額回

収率は９９．０％を示しており，調査データは実

態をほぼ正確に反映していると考えられる。

今回のインビトロ検査の年間推定検査件数は

１３１１万件で，最大であった第３回（１９９２年）

の６０１８万件及び前回（第５回）の３１３５万件

と比較すると，それぞれ７８．２％，５８．２％の減

少がみられ，施設数の減少率と同様の結果であ

った。また，大学病院のみが前回調査において

RI 検査を多く実施していたが，今回の調査で

は全ての機関で非RI 検査が多く実施されてい

る。RI 検査減少率と非RI 検査の前回比２１．２％

増を比較するとRI 検査の減少の大きな要因は，

インビトロ検査部門が廃止されたため，調査対

象でなくなったことと考えられる。

検査分類別の１５分類中前回調査とほとんど

同じ検査件数を示したのは甲状腺機能，副腎機

能，血液・造血機能の３分類のみである。ただ

し，甲状腺機能の項目内容は前回調査と異なり，

甲状腺自己抗体関連項目が主体になっている。

これら３分類以外はいずれも減少しているが，

分類別の第１位は前回調査より７５．０％と大幅

に減少したにもかかわらず腫瘍マーカーである。

項目別では前回調査の上位１０項目のうち，

CA１９-９，BNP，PSA，CEA，インスリン，CA１２５，

iPTH，AFPの８項目が今回１０位以下になっ

た。また，甲状腺関連検査で減少が認められた

TSH，FT４，FT３の３項目及び腫瘍マーカー

を含むこれらは迅速な結果報告が求められる項

目であり，分析装置の自動化が進み，診察前検

査にも対応可能になったことなどが非RI 化を

促進したと考えられる。なかでも結果の迅速性

が求められるBNPは前回調査では第３位であ

ったが，RI 試薬が２００６年４月に供給中止とな

り全て自動化に移行された。しかし，BNP同

様に心臓ホルモンである hANPは現行通りRI

法にて測定されており，今回調査の上位項目の

５位であった。生活習慣病の発症や高齢化が進

み循環器疾患の検査が，自動化されたBNPと

ともに hANPも増加していると考えられる。

前回調査より件数増加が認められたのは，

TSHレセプター抗体，アルドステロン，レニ

ン活性，甲状腺自己抗体（TgAb），TPOAb，

ACTHの６項目と腫瘍マーカーでは SLXであ

った。項目別上位１０項目で全体の４３．６％を占

めている。甲状腺自己抗体関連項目（TSHレ

セプター抗体，TgAb，TPOAb），ACTHは確

定診断的要素が高く，またわずかではあるが増

加傾向にあるのは特殊検査性の高い項目である。

これらの測定物質は不安定で，測定操作が煩雑

でその多くはRI 検査項目であり，更に絶対検

査件数が少ないことから，非RI 試薬の開発経

費を考慮するとRI 試薬で継続測定されると考

えられる。

現在，インビトロRI 検査を実施する医療機

関は診察前検査への対応，更には人員・施設の

有効活用が求められており，ますます非RI 化

されることが予想される。今後，RI 検査項目

のほとんどが外部委託検査として衛生検査所に

集約されると，少数施設を対象にした外部精度

管理は実施する上で問題があり，精度保証など

を含め検査データについて，これまで以上に注

意を要すると考えられる。

９． お わ り に

第６回全国核医学診療実態調査の結果を概観

すると，インビボ検査の実施施設数は５年前よ

り微増しているにもかかわらず，その件数は約

１０％の減少を示した。一方，PET検査に関し

ては施設数で約６倍，検査数では特に１８F-FDG
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で約１５倍に増加し，非密封RI 治療に関して

も甲状腺機能亢進症で１．２倍，甲状腺癌で１．４

倍の件数増加を示した。インビトロ検査に関し

ては実施施設数及び検査件数ともに約６０％の

減少を示した。今後の核医学診療の発展と普及

を目指す上で，この変化を詳しく分析すること

が重要であると考えられる。

最後に，調査に御協力いただいた各施設に深

甚なる謝意を表する。
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付 表

今回のアンケート調査の全結果を付表Ⅰとし

て以下に掲げる。更に，その１か月間の件数を

１２倍し，それぞれの金額回収率で除すことに

より１年間の件数を推測したのでそれを付表Ⅱ

に示す。ただし，非密封RI 治療と PET検査

は調査した年間件数から直接求め，１８F-FDG の

年間件数は，院内製造の薬剤は報告月の件数を

調査票の回収率で除して１２倍し，デリバリー

薬剤は報告月の件数を金額の回収率で除して

１２倍したものを合計し推定した。

Abstract

The Present State of Nuclear Medicine Practice in

Japan ― A Report of the６th Nationwide Survey in

２００７―

Subcommittee on Survey of Nuclear Medicine Prac-

tice in Japan, Medical Science and Pharmaceutical

Committee, Japan Radioisotope Association : 2-28-45

Honkomagome, Bunkyo-ku, Tokyo 113-8941, Japan

The Subcommittee of Japan Radioisotope Association

on Survey of Nuclear Medicine Practice in Japan has per-

formed a nationwide survey every five years since 1982.

The 6th survey was performed in June 2007. The estimated

total annual number of examinations was 1.41 million,

11.5% less than the previous survey (2002). The scintigra-

phy most frequently performed was bone (38%), followed

by myocardium and brain perfusion scintigraphy. 18F-

FDG-PET dramatically increased. 131I therapy for thyroid

cancer and hyperthyroidism has been also increasing

steadily, while the number of in vitro radioassays has been

decreasing continuously since 1992.

RADIOISOTOPES514 Vol．５７，No．８

（４６）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 515

（４７）



RADIOISOTOPES516 Vol．５７，No．８

（４８）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 517

（４９）



RADIOISOTOPES518 Vol．５７，No．８

（５０）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 519

（５１）



RADIOISOTOPES520 Vol．５７，No．８

（５２）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 521

（５３）



RADIOISOTOPES522 Vol．５７，No．８

（５４）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 523

（５５）



RADIOISOTOPES524 Vol．５７，No．８

（５６）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 525

（５７）



RADIOISOTOPES526 Vol．５７，No．８

（５８）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 527

（５９）



RADIOISOTOPES528 Vol．５７，No．８

（６０）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 529

（６１）



RADIOISOTOPES530 Vol．５７，No．８

（６２）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 531

（６３）



RADIOISOTOPES532 Vol．５７，No．８

（６４）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 533

（６５）



RADIOISOTOPES534 Vol．５７，No．８

（６６）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 535

（６７）



RADIOISOTOPES536 Vol．５７，No．８

（６８）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 537

（６９）



RADIOISOTOPES538 Vol．５７，No．８

（７０）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 539

（７１）



RADIOISOTOPES540 Vol．５７，No．８

（７２）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 541

（７３）



RADIOISOTOPES542 Vol．５７，No．８

（７４）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 543

（７５）



RADIOISOTOPES544 Vol．５７，No．８

（７６）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 545

（７７）



RADIOISOTOPES546 Vol．５７，No．８

（７８）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 547

（７９）



RADIOISOTOPES548 Vol．５７，No．８

（８０）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 549

（８１）



RADIOISOTOPES550 Vol．５７，No．８

（８２）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 551

（８３）



RADIOISOTOPES552 Vol．５７，No．８

（８４）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 553

（８５）



RADIOISOTOPES554 Vol．５７，No．８

（８６）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 555

（８７）



RADIOISOTOPES556 Vol．５７，No．８

（８８）



第６回全国核医学診療実態調査報告書Aug．２００８ 557

（８９）



RADIOISOTOPES558 Vol．５７，No．８

（９０）




